
提

出

者

照

屋

寛

徳

平
成
十
六
年
三
月
二
十
六
日
提
出

質

問

第

四

九

号

普
天
間
飛
行
場
代
替
施
設
と
し
て
の
軍
民
共
用
空
港
の
事
業
主
体
に
関
す
る
質
問
主
意
書

49



普
天
間
飛
行
場
代
替
施
設
と
し
て
の
軍
民
共
用
空
港
の
事
業
主
体
に
関
す
る
質
問
主
意
書

普
天
間
基
地
は
、
日
米
両
政
府
の
い
わ
ゆ
る
Ｓ
Ａ
Ｃ
Ｏ
合
意
の
「
五
年
な
い
し
七
年
以
内
の
返
還
」
が
実
現
さ
れ
な
い
ま

ま
、
合
意
か
ら
七
年
以
上
が
経
過
し
た
。

私
は
、
普
天
間
基
地
返
還
に
関
す
る
Ｓ
Ａ
Ｃ
Ｏ
合
意
は
実
質
的
に
「
破
綻
」
し
た
も
の
と
考
え
て
い
る
。
危
険
な
普
天
間
基

地
は
、
一
刻
も
早
く
閉
鎖
も
し
く
は
海
外
に
移
設
す
べ
き
で
あ
る
。

稲
嶺
惠
一
沖
縄
県
知
事
は
、
普
天
間
基
地
の
県
内
移
設
を
容
認
し
、
普
天
間
基
地
の
移
設
に
当
た
っ
て
整
備
す
べ
き
条
件
と

し
て
、
代
替
施
設
の
十
五
年
の
使
用
期
限
及
び
軍
民
共
用
空
港
を
提
示
し
た
。
稲
嶺
沖
縄
県
知
事
は
、
政
府
に
対
し
、
「
代
替

施
設
は
、
民
間
航
空
機
が
就
航
で
き
る
軍
民
共
用
空
港
と
し
、
将
来
に
わ
た
っ
て
地
域
及
び
県
民
の
財
産
と
な
り
得
る
も
の
で

あ
る
こ
と
。
」
を
主
張
し
、
政
府
は
平
成
十
一
年
十
二
月
二
十
八
日
、
普
天
間
飛
行
場
の
移
設
に
係
る
政
府
方
針
を
閣
議
決
定

し
、
普
天
間
飛
行
場
代
替
施
設
に
つ
い
て
、
「
普
天
間
飛
行
場
代
替
施
設
（
以
下
「
代
替
施
設
」
と
い
う
）
に
つ
い
て
は
、
軍

民
共
用
空
港
を
念
頭
に
整
備
を
図
る
こ
と
と
し
、
米
国
と
も
緊
密
に
協
議
し
つ
つ
、
以
下
の
諸
点
を
踏
ま
え
て
取
り
組
む
こ
と

と
す
る
。
」
こ
と
を
明
ら
か
に
し
た
。

と
こ
ろ
が
、
そ
の
軍
民
共
用
空
港
の
事
業
主
体
は
国
な
の
か
沖
縄
県
な
の
か
、
ど
ち
ら
が
事
業
主
体
に
な
る
べ
き
か
で
沖
縄

一



県
と
政
府
と
の
間
で
事
業
主
体
を
め
ぐ
り
意
見
が
異
な
っ
て
い
た
が
、
政
府
が
、
平
成
十
五
年
十
二
月
十
六
日
、
防
衛
施
設
庁

が
事
業
主
体
と
公
表
し
、
事
業
主
体
問
題
は
結
着
し
た
。

政
府
は
、
従
来
防
衛
庁
設
置
法
第
五
条
第
十
九
項
を
根
拠
に
軍
民
共
用
空
港
民
間
部
分
の
事
業
主
体
に
は
な
れ
な
い
と
言
明

し
、
今
回
は
同
法
同
条
項
を
根
拠
に
防
衛
施
設
庁
が
事
業
主
体
に
な
れ
る
と
い
う
結
論
を
導
き
出
し
た
。
普
天
間
飛
行
場
代
替

施
設
の
事
業
主
体
に
つ
い
て
の
政
府
決
定
は
、
関
係
法
令
を
無
視
し
、
法
治
行
政
に
反
す
る
も
の
で
あ
る
。
政
府
は
、
普
天
間

飛
行
場
代
替
施
設
を
早
期
に
建
設
せ
ん
が
為
に
法
解
釈
の
〝
手
品
師
〞
に
変
身
し
た
、
と
批
判
せ
ざ
る
を
得
な
い
。

以
下
、
質
問
す
る
。

一

政
府
は
、
稲
嶺
沖
縄
県
知
事
が
普
天
間
飛
行
場
の
移
設
に
当
た
っ
て
整
備
す
べ
き
と
提
示
し
て
い
る
軍
民
共
用
空
港
は
、

い
か
な
る
法
律
に
基
づ
く
空
港
と
定
義
づ
け
ら
れ
て
い
る
と
理
解
し
て
い
る
の
か
、
軍
民
共
用
空
港
の
定
義
と
法
律
上
の
根

拠
を
明
ら
か
に
さ
れ
た
い
。

二

政
府
は
、
米
軍
普
天
間
飛
行
場
代
替
施
設
と
し
て
稲
嶺
沖
縄
県
知
事
が
提
示
す
る
軍
民
共
用
空
港
の
民
間
部
分
に
つ
い

て
、
防
衛
施
設
庁
が
事
業
主
体
に
な
る
と
の
見
解
を
公
表
し
て
い
る
が
、
防
衛
施
設
庁
が
事
業
主
体
で
あ
る
と
す
る
法
律
上

の
根
拠
を
明
ら
か
に
さ
れ
た
い
。

二



尚
、
防
衛
施
設
庁
が
事
業
主
体
に
な
る
と
い
う
こ
と
は
、
軍
民
共
用
空
港
の
設
置
・
管
理
者
に
な
る
と
い
う
こ
と
か
明
ら

か
に
さ
れ
た
い
。

三

マ
ス
コ
ミ
等
の
報
道
に
よ
る
と
、
政
府
が
米
軍
普
天
間
飛
行
場
代
替
施
設
で
あ
る
軍
民
共
用
空
港
の
民
間
部
分
を
防
衛
施

設
庁
が
事
業
主
体
た
り
得
る
と
す
る
根
拠
と
し
て
、
防
衛
庁
設
置
法
第
五
条
第
十
九
項
を
挙
げ
て
い
る
。

防
衛
庁
設
置
法
第
五
条
第
十
九
項
は
、
「
条
約
に
基
づ
い
て
日
本
国
に
あ
る
外
国
軍
隊
（
以
下
、
こ
の
条
に
お
い
て
「
駐

留
軍
」
と
い
う
。
）
の
使
用
に
供
す
る
施
設
及
び
区
域
の
決
定
、
取
得
及
び
提
供
並
び
に
駐
留
軍
に
提
供
し
た
施
設
及
び
区

域
の
使
用
条
件
の
変
更
及
び
返
還
に
関
す
る
こ
と
。
」
と
定
め
て
い
る
。

政
府
は
、
防
衛
庁
設
置
法
第
五
条
第
十
九
項
の
「
・
・
・
関
す
る
こ
と
」
を
も
っ
て
、
軍
民
共
用
空
港
の
民
間
部
分
に
つ

き
防
衛
施
設
庁
が
事
業
主
体
に
な
り
得
る
と
判
断
し
て
い
る
よ
う
で
あ
る
が
、
前
記
「
・
・
・
関
す
る
こ
と
」
と
は
、
日
米

安
保
条
約
に
基
づ
き
駐
留
軍
の
使
用
に
供
す
る
施
設
及
び
区
域
の
「
決
定
」
「
取
得
」
「
提
供
」
並
び
に
駐
留
軍
に
提
供
し

た
施
設
及
び
区
域
の
使
用
条
件
の
「
変
更
」
「
返
還
」
に
「
関
す
る
こ
と
」
を
防
衛
施
設
庁
の
所
掌
事
務
と
定
め
た
も
の
と

解
釈
す
べ
き
で
あ
り
、
駐
留
軍
の
施
設
及
び
区
域
に
「
関
す
る
こ
と
」
と
解
釈
で
き
な
い
こ
と
は
一
見
明
白
と
考
え
る
が
、

政
府
の
見
解
を
明
ら
か
に
さ
れ
た
い
。

三



四

わ
が
国
に
お
い
て
米
軍
と
民
間
航
空
会
社
が
共
同
使
用
し
て
い
る
空
港
は
ど
こ
か
明
ら
か
に
さ
れ
た
い
。
ま
た
、
そ
の
空

港
に
適
用
さ
れ
て
い
る
法
令
及
び
そ
の
空
港
に
お
い
て
軍
が
使
用
す
る
地
域
、
民
間
が
使
用
す
る
地
域
の
各
設
置
・
管
理
者

を
明
ら
か
に
さ
れ
た
い
。

五

普
天
間
飛
行
場
の
移
設
に
係
る
政
府
方
針
（
平
成
十
一
年
十
二
月
二
十
八
日
閣
議
決
定
）
で
い
う
、
軍
民
共
用
空
港
と
共

同
使
用
空
港
と
は
同
じ
法
令
上
の
根
拠
に
基
づ
く
、
同
じ
概
念
の
空
港
を
指
す
の
か
明
ら
か
に
さ
れ
た
い
。

六

稲
嶺
沖
縄
県
知
事
の
提
示
を
受
け
、
普
天
間
飛
行
場
の
移
設
に
係
る
政
府
方
針
（
平
成
十
一
年
十
二
月
二
十
八
日
閣
議
決

定
）
で
整
備
を
図
る
と
政
府
が
決
め
た
軍
民
共
用
空
港
は
、
空
港
整
備
法
に
基
づ
き
整
備
さ
れ
る
空
港
に
該
当
す
る
か
明
ら

か
に
さ
れ
た
い
。

ま
た
、
右
軍
民
共
用
空
港
に
は
航
空
法
（
昭
和
二
十
七
年
七
月
十
五
日
法
律
第
二
三
一
号
）
は
適
用
さ
れ
る
の
か
明
ら
か

に
さ
れ
た
い
。

七

防
衛
施
設
庁
が
事
業
主
体
と
な
っ
て
建
設
さ
れ
て
い
る
軍
民
共
用
空
港
の
管
理
は
建
設
後
沖
縄
県
に
委
ね
ら
れ
る
の
か
。

も
し
、
管
理
を
沖
縄
県
に
委
ね
る
と
す
る
と
い
か
な
る
法
的
根
拠
に
基
づ
く
の
か
明
ら
か
に
さ
れ
た
い
。

八

軍
民
共
用
空
港
に
は
、
航
空
法
が
適
用
さ
れ
る
部
分
と
「
日
米
安
保
条
約
第
六
条
に
基
づ
く
航
空
法
の
特
例
法
」
が
適
用

四



さ
れ
る
部
分
に
分
か
れ
る
の
か
、
も
し
前
記
両
法
に
適
用
法
が
分
か
れ
る
と
す
る
と
軍
民
共
用
空
港
の
滑
走
路
、
着
陸
帯
、

誘
導
路
及
び
エ
プ
ロ
ン
な
ど
両
法
の
適
用
さ
れ
る
部
分
を
区
分
け
し
て
明
ら
か
に
さ
れ
た
い
。

ま
た
、
軍
民
共
用
空
港
の
民
間
空
港
部
分
に
お
け
る
着
陸
料
等
の
使
用
料
は
い
か
な
る
法
律
に
基
づ
き
、
誰
が
徴
収
す
る

の
か
明
ら
か
に
さ
れ
た
い
。

右
質
問
す
る
。

五


